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繰延税金資産の認識と測定のプロセスに関する一研究

－その認識と測定のプロセスの特性－

吉 井 哲 夫

企業会計審議会が1998 (平成10)年10月30日に公表した｢税効果会計に係る会計基準｣ (以下,

｢税効果会計基準｣という)を適用した場合,法人税等に対する会計処理は,当該事業年度の

課税標準額に対する納付税額を財務諸表において未払法人税額等として計上する処理とは大き

く異なることになる｡

税効果会計を適用すると貸借対照表には,繰延税金資産および繰延税金負債が計上されるこ

とになるoそこでは,繰越欠損金に対しても繰延税金資産が計上されることになる｡繰越欠描

金に対して繰延税金資産が計上されると,その計上金額の増加により利益剰余金が増加し,結

果として配当可能利益が増加していくことになる｡いいかえれば,繰越欠損金を有していても,

企業は税効果会基準を適用することにより,利益剰余金を増加さることにより,配当が可能と

なる｡

私は,このように繰越欠損金に対しても資産を認識する考え方に対して,これまで税法に即

した会計処理をしてきた考え方とは極めて異なる考え方を強く意識するようになった｡

そこで本稿では,繰延税金資産の認識と測定のプロセスを解明していく事により,その異な

る考え方の根拠を見いだせるものと理解し,まず,税効果会計が早くから採用されてきたアメ

リカにおいてどのような税効果会計の展開,変遷過程がみられたのか,税効果会計がなにゆえ

必要とされてきたのかを研究することにする｡そして,その研究過程のなかで繰越欠損金に対

して資産を認識する考え方に対する根拠を探ることにした｡

第1章では, APB意見書第11号についてみてきた｡ ｢意見書｣における｢税効果｣とは,あ

る取引の財務会計上の利益計算と課税所得計算との期間差異(timing differences)から生じ,

その差異に基づく法人税等を測定し,税引前利益との対応関係を重視し,適切に期間配分する

ことを指していた｡

｢意見書｣では,法人税等を費用と定義し,繰延税金資産の認識と測定のプロセスは, ｢期間

差異が発生した期の利益に対する期間差異の税効果に重点を置く｣損益計算機能に重点を置い

た考え方に基づき,当該会計期間に発生した利益に対応しない法人税等を繰延借方項目として

次期以降に繰延べる繰延法を採用し,費用･収益の期間差異による法人税額等の適正な期間配

分に重点が置かれていた｡

繰延税金資産の会計的性格は,繰延法においては経過勘定項目としての性格を有し,前払費

用であり,発生主義会計において認識･測定された費用は,会計期間を媒介として収益との対

応関係により確定していく｡
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また,繰越欠損金の税効果については,欠損金の発生時点において何ら合理的に疑念のはさ

む余地もなく確実視されるような例外的状況にある場合を除けば,繰越欠損金の税効果は,一

般的には欠損金の繰越しによる利益の実現は欠損期においては確認しえないから,通常実現す

るまで認識せず,繰越欠損金に対して資産を認識する考え方を見いだすことはできなかった｡

第2章では, FASBが新たな税効果会計の基準として1987年に公表したSFAS第96号の成立

以前に展開した一連の｢概念フレームワーク･プロジェクト｣であるSFACについて考察した｡

そこでの認識と測定とは,ある項目を財務諸表に,資産,負債,収益,費用もしくはこれら

に類するものとして記録または記載するプロセスであると同時に,ある項目が財務諸表の構成

要素の定義を満たし,十分な信頼性をもって測定でき,その項目に関する情報が情報利用者の

意思決定に影響を及ぼすことを考慮するものであった｡とりわけ,資産とは過去の取引または

事象の結果として,ある特定の実体により取得または支配されている,発生の可能性の高い将

来の経済的便益であり,経済的便益に対する請求権の法的強制力は,便益が資産としての資格

を認められるための必要条件ではなかった｡

第3章では, ｢概念フレームワーク･プロジェクト｣の後に1987年に公表された新たな税効果

会計基準であるSFAS第96号,次いで1992年に公表されたSFAS第109号の内容をみてきた0

それぞれの基準は, ｢意見書｣が採用していた繰延法に対する批判を受け,新たに資産負債ア

プローチを要求した｡ SFAS第96号, SFAS第109号は,ともに繰延税金資産･繰延税金負債が

｢概念ステートメント｣の資産･負債の定義を満たすことについて同様の結論を出したものの,

その認識と測定において異なった見解を持ち,その異なる見解の要因が｢将来の課税所得の予

想｣に対する考え方の相違にあったことについて言及し, SFAS第109号が, ｢将来の課税所得の

予想｣を容認することによってSFAS第96号の持っていた繰延税金資産･繰延税金負債の認識

に対する非対称性を是正したことをみてきた｡

このようにSFAS第109号は繰延税金資産の認識と測定のプロセスのなかに, ｢将来の課税所

得の予想｣に対する経営者の査定(management's
assessment)を要求し,繰延税金資産の測

定において,評価性引当金が必要かどうかを評価するための判断を実際に行なう者は経営者で

あり,利用可能な証拠に基づいて行なうことを要求する｡そして,発生の可能性の高い将来の

経済的便益の水準を｢可能性がおそらくある｣ (more likely than not)に置き, ｢可能性がおそ

らくある｣とは50%超になる可能性(likelihood)の水準を意味していた｡したがって,この水

準を満たすことを経営者が明らかにした場合には,繰越欠損金に対して認識された繰延税金資

産を測定するプロセスが生まれる｡

｢概念フレームワーク｣のもとでは,繰延税金資産を資産として財務諸表に認識･測定する

プロセスには,最終的に経営者の判断の開示をも含めたところで繰延税金資産を資産として認

識･測定するという特性があり,それが本稿でいう認識と測定のプロセスの特性である｡

第4章では,我が国においても導入された税効果会計基準の内容を検討し,第1章から第3

章にかけて研究したアメリカの税効果会計基準との比較から,わが国における税効果会計基準
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の繰延税金資産の認識と測定のプロセスと繰越欠損金に対して資産を認識する考え方はSFAS

第109号と同様の構造を有していることが理解できた｡また同様に,最終的に経営者の判断の開

示をも含めたところで繰延税金資産を資産として認識･測定するプロセスの特性もあることが

確認できた｡

繰延税金資産の認識･測定のプロセスには,二つの側面があることについても触れた｡

一つの側面は,経営者は税効果会計の適用により,税法基準にとらわれることなく経営実態

に即した会計処理が可能となる.例えば,将来減算一時差異にみられるように,債権について

税務上は貸倒損失の要件は満たしていないが,経営判断からそれらを貸倒処理し,固定資産の

減損が税務上では容認されなくても経営判断から減損処理をすることが可能となる｡そのこと

により,情報利用者も,企業の財政状態の判断が容易になるという側面である｡

いま一つの側面は,繰延税金資産を資産として認識･測定するプロセスには,経営者の回収

可能性の判断自体を必要とする特性があることから,その判断が裁量的に用いられるという側

面である｡最近においては足利銀行の繰延税金資産の計上金額をめぐり訴訟問題が発生してい

る｡

また,税効果会計基準自体に回収可能性の水準が示されていないため,監査上の取り扱いで

回収可能性の判断を検討せざるを得ないこともみてきた｡税効果会計基準自体に回収可能性の

水準をもたせることについては,今後検討される余地があると考える｡

本稿でみてきたように,繰延税金資産を資産として認識･測定するプロセスには,経営者の

回収可能性の判断が重要であることから,第一義的にその判断基準が財務諸表をとおして情報

利用者に開示されねばならない｡本稿では,この開示をも含めたところに繰延税金資産を資産

として認識･測定するプロセスの特性があるとした｡

そのためには,財務諸表の注記事項において,経営者による回収可能性の判断基準と,評価

性引当金額の計算根拠についてより詳細に表示させる必要があると考える｡

また,多額の一時差異を生みだす税法との車離については,税法が会計に歩み寄ることの必

要性があると考える｡




